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§１ はじめに 

消費者は一般に建築に対して関心が高いとはいえず、

専門家に任せきりにする傾向がある。そのために、消費

者と専門家の間で建築のあり方について考える機会がこ

れまであまりなかった。このことが、社会に閉鎖的な建

築業界をつくり、耐震偽装問題を引き起こす一つの要因

になったと考えられる。今後の建築界の発展のためにも、

互いの状況をふまえた分析が必要になる。 
以前から建築界では、消費者と専門家の意識の間に大

きなギャップがあることが指摘されてきた。ここでは、

消費者と専門家の耐震偽装問題に対する意識を抽出する

ことで、それぞれの建築に対する立場を明らかにし、両

者の溝を埋めるための方策を模索する。そのなかでも特

に耐震偽装問題に対して消費者が述べた意見に注目し、

消費者が建築に対して何を求めているのかを明らかにし

たい。これにより、消費者の求める建築が浮き彫りにな

る。これをふまえれば、消費者と専門家の間で円滑な関

係を保つことができ、建築が市民社会に認知され正しく

位置づけられるものと期待している。 
§２ 調査方法 

本研究は、耐震偽装問題に対する消費者と専門家の意

見を様々な媒体から抽出してデータベース化し、これを

基に分析と考察を行なった。また、補足として国と被害

者の意見も同様に分析した。 
2.1 意見の抽出とデータベース化 

消費者・専門家・国・被害者の意見を、それぞれ新

聞・雑誌・ホームページ１～９）他などから抽出した。本研究

は、主に消費者と専門家の意見に注目したが、国は消費

者と専門家の間に立つ存在として、被害者は当事者とし

ての立場から取り上げた。消費者の意見として 320 デー
タ、専門家の意見として 992データ、国の意見として 108 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
データ、被害者の意見として 153データを抽出した。 
抽出した意見は、表１に示すように「何が原因で、何

の結果」「何が」「誰が」「いつ」「どこで」「どちらが」

「何のために」「誰のために」「どのようだ」と、文章を

構成する基本的要素を明確にしてデータベース化した。 
2.2 意見の分類と図式化 

上に挙げた要素の内容に注目した結果、「誰（立場）に

対する意見か」と「何（内容）に対する意見か」の二つ

の軸を抽出し、意見を分類した。意見の分類について図

式化すると、図１のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 消費者の意見の分類の図式化 

分類軸として比較的明確な「誰（立場）に対する意見

か」に注目して分析した。例えば、消費者の意見は、図

１に示すように、国や行政・建築業界全体・建築士・確

認検査機関・金融機関・報道・消費者・被害者の軸に分

類できた。 

このように分類した意見をさらに内容に注目して各々

の意見の関係性を図式化した。類似意見を一つのグルー

プとしまとめ、各々のグループ間の関係を矢印で表した。 
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国は消費者の生
活よりも、業界の
利益を重視してい
ないか。（４）

国は、経済合理
性ばかり追求す
るのではなく、安
全を重視し、モラ
ル・倫理・秩序の
ある社会をつくっ
てほしい。（１）

※公でできること
は公でやるなど、
規制緩和から生
じる問題につい
て、国でできる対
策を考えて欲し
い。（４）

国は信用できる。

国も信用できるも
のではない。（１）

規制緩和がこの
問題に大きく関
わっている。（６）

利益優先の社会
がまかり通ってい

る。

事実・問題点改善点事実・問題点
国・行政の責任と対応

12

過去10年ほどの間に、様々な分
野で規制緩和が行われ、コストの
削減という点では大きく寄与して
きたように見えるが、一方で懸念
されたのが、官から民への移行
による「安全への影響」である。

67

自民党の武部幹事長は、「悪者
捜しに終止すると、マンション業
界がつぶれます」と、業界よりと
も思える発言をしたが、汚名返上

を図ってもらいたい。

96

規制緩和によってサービスが多
様化し、消費者にとってはありが
たいものもあるが、「規制」するこ
とで住民の暮らしや健康を守るこ

ともある。

78

自民党の武部幹事長が「悪者捜
しに終始するとマンション業界も
不動産業界もつぶれ、景気がお
かしくなる」と講演で話したという
が、関係住民の人命や財産はも
とより、近隣住民や通行人さえも
危険に陥る恐れがあるというの
に、業界の利益を優先するとも受
け取れる発言が、自民党の責任
者からなぜ出てくるのか。

210

「小さな政府」、「民で出来ること
は民で」という大きな流れの中
で、安全という一番大切なところ
が抜け落ちていたので、自民党と
国交省の責任は大きい。

79

官から民へ、を掲げる政府・自民
党は、庶民の生活よりも産業界
の利益重視を強めているように

感じる。

268

政府の推進する民営化は、国家
予算的にはいい方向な改革なの
かもしれないが、ビジネスになる
＝今回の問題と同じようなことが
発生しうるということを、世の政治
家は本当に理解しているのか。

95

企業優先・住民無視の規制緩和
がどんどん進められ、住民たち
の悲痛な訴えもほとんど届かな

いのが現実である。

303

このような事件が起こった背景に
は、建築確認の手続を民間の指
定確認検査機関に開放した「規
制緩和」があったのだから、この
問題については「規制緩和」の政
策を実施した政府にも責任があ
るのではないか。だからこそ、こ
の事件の被害者に対しては、例
えば住宅ローンの減免措置など
も含むような思い切った救済措
置が行われるべきではないだろ

うか。

305

やはりこのような問題が起きた背
景には、当時の政府が進めてき
た「規制緩和」があったという事
実を忘れてはならない。「規制緩
和」という国の政策に間違いが
あった以上は、国の責任は免れ

ないように思う。

18

官から民への流れ、「小さな政
府」への流れは正しい方向だと
は思うが、国民の不安を犠牲に
することは許されない。これから
の社会は効率が多少悪くても安
全な社会を、また、経済合理性ば
かりを追求しない品格ある社会を

望みたい。
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業界の
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るような
発言は
遺憾で
ある。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ グルーピングとグループ間の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 国・行政に対する消費者の意見の抜粋 

例えば、表１に示す意見はともに、国に対して述べら

れた消費者の意見である。意見番号 12 は、「規制緩和が

この問題に大きく関わっている」と要約され、このよう

に要約される意見を集約して一つのグループとする。同

様に、意見番号 79 は、「国は消費者の生活よりも、業界

の利益を重視していないか」と要約され、一つのグルー

プとなる。この２つのグループからは、国が行なってき

た規制緩和は、耐震偽装問題を引き起こした一つの要因

となったが、国は業界の利益ばかり重視しているのでは

ないか、という意見の流れが構成されると考えた。した

がって、前者のグループは後者のグループに直接かかる

とし、図２のように矢印で表している。 

これらの整理を踏まえ、要約部分だけ抜粋し簡略化し

たものが図３であり、全体を概括できるようにした。 

§３ 立場別意見に注目した分析 

前章の調査により各立場の特徴が明らかになった。 
消費者からは、国に対する意見が非常に多い。これは、

国という大きな組織に守られることで安心し、何か問題

が起きたときは国に頼る消費者の特徴が表れたものと捉

えることができる。 
専門家は、建築業界の実態や問題点を述べる意見と、

それに対する改善策を提案するものがほとんどである。

意見の対象が多数に分類されることからも分かるように、

内容の細部まで言及しているものが多い。 
国は、消費者や被害者の要求に応えようとしているも

のの、それを実現するための具体策は示せてはいない。

また、消費者と専門家の間の中間的立場をとっているた

め、矛盾する発言があり不明確な場合もある。このこと

が、国が消費者や被害者から多くの批判を受けている要

因でもある。 
被害者は、一般の消費者以上に国に対する意見が多い

が、何か問題が起きた時は徹底的に国を頼る消費者の傾

向が、より強く表われているためと考えられる。被害者

が国に責任を求めるのは、国の賠償能力の高さに起因す

るものと推察され、被害者にとって、誰の責任かよりも

誰が補償してくれるかが重要になるためである。 
§４ おわりに 

「誰（立場）に対する意見か」に注目して意見を分類し

た結果、各立場の特徴を捉えることができた。消費者が多

くの不満を国に向かって発しているのに対し、専門家は建

築に関する細部の話に入り込んでいる。専門家が職能とし

てなすべきことは当然あるが、消費者が何を考えているの

かを理解し、すり合わせに配慮する必要性が示唆された。 
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